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東アジア経済協力を論ずる際に､中 ･日･韓三国の役割を忘れてはならない｡特に中国
という要素を忘れてはならない｡また東アジア経済協力における中国という要素を論ずる
に当たって､一つの現実的問題- すなわち､最近20年以上にわたる中国経済の非常に急
速な成長- を見逃してはならない｡この中国の急速な成長は､積極的な対外開放戦略に
大きく依存して実現されているからだ｡東アジア経済協力における中国の地位と役割には､
大きな変化が生じつつある｡ この点には疑問の余地はない｡これは近年東アジア経済界で
関心が高まっている問題の一つでもある｡ しかし､これまで上記の問題を論じる際には､学
界 ･実業界 ･政界のいずれにあっても､誰もが例外なく中国経済を (人口や国土面積など
の)外面的要素から判断しようとしたことに留意しなければならない｡言い換えれば､中
国以外の東アジア経済と比較した中国経済の規模から始まり､その影響力､ひいては東ア
ジア経済協力における新たな地位について､外面的要素から判断しようとしたのは留意す
べきことである｡ 一つの経済の外部に対する影響力は､その経済の外的な規模に限られる
わけではなく､内部の社会経済発展と変化によっても決定される｡ この点を認識できなけ
れば､例えば､人口も国土面積も中国の最も小さな省より小さいスイスという国の世界と
地域に与える影響力が､多くの中進国よりも大きい､という事実を理解できないだろう｡
このような認識に基づき､筆者は本論文で中国経済の内的発展段階の分析を出発点に､中
国経済の東アジア経済協力における新たな地位と展望について論じたい｡ 
1.現時点における中国経済の発展段階 :三つの判断基準
一国の経済の発展段階を分析 ･判断するための基準は様々であり､基準によって得られ
る結論も違ってくる｡ 中国の場合､その理論性と正当性から総合的に判断すると､次の三
つの基準が最も重要であると考えられる｡ 第一は国民所得の視点である｡ つまり､一人当
たりの国民所得あるいは国内総生産 (GDP)だが､これは世界銀行によって確立され推進
されてきた基準だ｡第二は工業化の視点だ｡これは多くの経済学者､特に経済史学者が使
用してきた重要な分析様式といえる｡ 第三は経済成長段階論である｡ これはアメリカ経済
史学者ロス トウによって提起された､多くの支持を得ている実証潜の理論モデルである｡ こ
れら三つの基準は､相互に大きく補完しあうものであり､中国経済の発展段階､特に社会
経済の進展段階を分析し､次の発展の行方を見極めるためには､この三つの基準を同時に
考慮し､これに着目しなければならない｡ 
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(1)中国経済の発展段階 :国民所得の視点
まず､第一の国民所得の視点から見てみよう｡ 20世紀後半以来､国別経済発展過程の研
究において経済学者は､一人当たりの国民所得 (GNI)あるいは一人当たりの国内総生産 
(GDP)を重要な根拠としてきた｡世界銀行は､それまで､その年度の国の経済発展指数を
一人当たり国民総生産 (GNP)によって分類するとしたが､1970年代半ば､それを一人当
たりの国民総所得 (GNI)による分類に変更した｡世界銀行は､実際のところ次の二点が密
接に関連し合う分類基準をもっていた｡その一つは､国または経済実体を四つの所得水準､
すなわち､低所得､低中所得､高中所得及び高所得国 (経済体)に分類することである｡ も
う一つは､所得の四段階分類後､更に二つ､つまり ｢発展中の経済｣と ｢発達した経済｣に
分類することである｡
前者の分類基準は非常に明確であり､また毎年一度調整が行われている｡ 最新 (2007年 
7月 1日公布)の所得上限の分類は次のとおりである｡ 低所得経済体の2005年一人当たり 
GNは95 Nは96 355I 0ドル以下｡低中所得経済体の一人当たりGI 0ドル～ ,9ドル｡高中所得経済
体の-人当たりGNは356 ,5 Nは1111ドI ,9-ll11ドル｡そして高所得経済体の一人当たりGI ,6
ル以上である｡ 後者の分類は少し暖味ではあるが､実際に ｢世銀｣の文書に記されている
ものである｡ 世銀の文書には､｢低所得｣と ｢中間所得｣の国家を合わせて大まかに ｢発展
途上国｣､高所得国を ｢先進国｣であると書かれている｡ 世銀の金融投資政策の具体的な実
施過程では､この二つの経済体間に､所得というはっきりした区分条件が存在する｡ 1989
年の世銀の所得範囲に関する補充的な決定により､この所得区分を1987年当時の (ドル建
て)購買力平価によって計算した一人当たりGNIで6,000米 ドルとした｡また､この所得以
上が ｢高所得国｣あるいは ｢先進国｣であり､6,000米 ドル未満は ｢中低所得国｣あるいは
｢発展途上国｣と決められた｡この上限は毎年 ドル建て購買力 (平価)または価格指数の変
化によって調整される､最新の ドル建て購買力 (平価)をもとに計算すると､ll,116米 ドル
となる｡ これは世銀が決定した最新 (2007年 7月 1日)の ｢高所得｣あるいは ｢発達した
経済｣所得の区分条件である｡
世銀は独自の方法で各国のGNIを計算しているが､その計算結果がほとんどの国で政府
側データとほぼ一致している｡ 例えば､世銀が算出した200年中国のG は235 NI .万億米 ドル､
一人当たりの所得は1,4米 ドルであった｡この数値は､中国政府の統計局のデータに近い70

(政府統計局の数値によって算出すると､200年の中国のGP ,5億米 ドル､一人当
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たりのGD は1700 ｡この結果によれば､中国は ｢
P , 米 ドルであった) 低中所得｣国に入った｡
この推計によれば､2006年の中国の一人当たりGDPは､ちょうど2,000米 ドルを超え､依然
として低中所得国であり､当然ながら発展途上国に含まれる｡
ただし､世銀が上記の分類に､さらに彪大で詳細な ｢発展指標｣の体系を織り込んだこ
とを指摘しておかなければならない｡つまり､そこには ｢人口｣､｢環境｣､｢国家と市場｣､
｢グローバリゼーション｣という四つの大きな指標が含まれており､これを上記の国家分類
体系に取 り入れている｡ 世銀は､公表した最新の ｢世界発展指標｣の中で､人口と経済に
関する最も重要な指標だけを単独で列挙しており､中国と上記分類中の低中所得以上の国
の平均指数を比較すると､現在中国の重要な人口発展指数は ｢高中所得経済｣の平均値に
かなり接近しているか､それを超えていることが､すぐに分かる｡ 具体的にいえば､人口
発展の重要な五つの指数の中で､中国の四つが高中所得国の指数に近づいているか､それ 
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を超えている｡ 中でも人口増加率は高中所得国の平均値と等しい｡平均余命は高所得国に
近付いており､乳児の死亡率も高中所得国に接近しており､ 5歳以下の幼児の死亡率も上
中間国家と変わらなくなっている｡ 子どもの予防接種率だけがやや低い｡
重要な発展指数が低中所得国の基準を超えて高中所得国に接近していることは､一人当
たりの所得による分類が､中国の現在の社会経済発展状態を過小評価することになること
を意味している｡ 実際､世銀によって算出された一人当たりの名目上GNIは､人民元の市
場対 ドル為替レートによって計算されたものだが､これ自体が中国の実際の一人当たり所
得を過小評価したものとなる｡ 現在人民元の市場対 ドル為替レートが購買力平価 (PPP)よ
り低いのは議論の余地のない事実だからだ｡ 
(2)中国経済の発展段階 :工業化の視点
中国では真の工業化がまだ実現されていない｡現在も工業化の急速な推進段階にある｡そ
れ故､中国経済の発展段階について判断するとき､工業化の過程を見ることが重要なのは
間違いない｡ところで､工業化を論ずるとき､都市化について切り離して論ずることはで
きない｡何故なら工業化自体が都市化と切り離すことができない一体の問題だからだ｡サ
イモン･クズネッツ (1966年)の説によると ｢生産構造の変化が招 く生活条件の変化､言
い換えるなら消費の変化の中で---最も人々が注目するのは都市化である- すなわち､
先進国では都市へ殺到する人口の増加が絶えないということだ｡このような過程は､現代
の経済成長の中では非常に普遍的なものであり､都市化は早 くから公認された現代生活の
大きな特徴の一つになった｣｡都市化は､経済史学者が工業化の進展状況を計る重要な尺度
の一つである｡
工業化と都市化という視点で主要な根拠となるのは､言うまでもなくいくつかの大きな
経済社会構造変化の指標しかないが､その最も重要な指標として次の三点が挙げられる｡
第一は､産業構造の進展である｡ 現在中国の三つの産業構造統計分類には､実際に農業､工
業､サービス業が含まれているが､これは厳密な意味での三つの産業分類とは言えない1｡
この分類は､クズネッツ (1966､1991年中国語訳)等の研究者が早 くから調査していた先
行して工業化した国の産業構造の分類と一致しているので､より比較研究しやすい｡
先行して工業化した大国の工業化の進展において､この三部門における生産額の構成変化
を考察すれば､比較的共通する二つの特徴を見出すことができる｡ その特徴の一つは､工
業化の成熟期の国民生産あるいは国民所得の構成に現れている｡ 先行して工業化した国の
成熟期には､例外なく第 3次>第 2次>第 1次という産業構成上の特徴が現れる｡ その中
で､最も早い時期の統計は､1841年にイギリスが工業化を一応完成させたときのものであ
り､農業､工業､サービス業の三つの産業における国民所得構成は22:34:44となり､明
確な 3>2>1の構造的特徴が見られた｡また､工業化の拡大期にはこの構造の特徴がいっ
そう強くなったことが示されている｡ すなわち､ 91 - 3次産業の構成が 6:0'10年には 121 4.
54となったのだ｡イギリスと同様に1805-1914年のドイツの工業化成熟期には､三つの産
業構成がすでに18:39:43に変っていた｡アメリカのような農業大国でさえも､日本のよ
うな前工業社会で小農経済が盛んであった後発型大国でも､工業化成熟期の生産構成は3> 
2>1という特徴をみせていた｡一般にアメリカの工業化は1920年代に完成したと考えられ
ている｡ アメリカのその時期の三つの産業 (農一エーサ)の国民所得の構成は12:40:48 
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であった｡日本の工業化は1960年代末に完成し､1971年にその国民所得の産業構成はすで
に7. 3. 5.に変っていた｡4:85:41
もう一つの特徴は､工業化進行中に産業構造が変化する過程で､ほとんどの先行した工
業化大国に次の二段階が現れていたことである｡ 第一段階は､｢第二次産業化｣､つまり国
民生産に占める第二次産業の割合の恒常的な上昇である｡ 第二段階は､サービス化あるい
は ｢第三次産業化｣である｡ この段階のサービス業は工業に代って､最も速く拡大した産
業であった｡イギリスのこの二段階の境目は､ほぼ1840年代初頭である｡ 関連する統計値
の分析では､1770年から1841年の間､イギリスの国民所得の中で､製造業を主要産業とす
る工業が占める割合が24%から34%に上昇したとされている｡ 同時期に農業の割合が急激
に低下したが､サービス業の割合はそれほど上昇せず､1801年から1841年には､むしろ少
し下がった｡ところが､1840年代末以降になるとサービス業は急速に増加し､1841-1901
年に工業の割合が 5%上昇したのに対し､サービス業は10%も上昇した｡アメリカでこの
ような変化が起きたのは､ほぼ19世紀後半､1870年代末から1880年代初頭である｡ 1879年
にアメリカの工業生産の割合が40%まで上昇したことがあった｡その後は工業が継続的に
速い拡大を見せているが､サービス業はさらに拡大が速かった｡そして､工業の上昇率が
限界値に至るまで拡大し続けた｡日本がこの転換期を迎えるのは､おおよそ1960年代半ば
に入ってからである｡
先行して工業化した国の工業化成熟期の産業構成を参考にして静態的に比較すると､現
在の中国はいまだに工業化が未完成だと言えよう｡ 現在まで三つの産業におけるGDP構成
が依然として2>3 の特徴を見せているからだ｡200年には､第一次産業12. 第二次産>1 6 4:
業473 第三次産業4.という数値だった｡ところが､先行して工業化した国の産業構造変.: 03
化の各段階に照らして動態的に見ると､現在､中国の産業構造が変化の ｢転換点｣にある
ことを示す事実が､すでに現れていることを指摘できる｡ 2000年以降を ｢転換点｣とみる
ことができる｡ 統計値では､2003年以降､｢第二次産業｣の発展速度がやや低下し､｢第三
次産業｣が安定した上昇をみせた｡その結果､｢第二次産業｣の割合が著しい減少を見せて
いる (図 1参照)｡ 2004年国民所得調査の数値の比較的大幅な修正を考慮すると､これらの
変化の時期はもう少し早いに違いない｡ 
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図 1 中国産業構成の変化 (1990-2006年) 
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資料出典 :国家統計局 :『中国統計年鑑』 (1993年以降の数年間のもの)
第二は､労働資源の産業配置あるいは就業構成の変化である｡ 先行して工業化した国の
工業化成熟期には､例外なく ｢非農業分野｣への就業が見られるようになり､非農業-の
就業が一般的に総就業数の2/3以上を占める｡ 経済史に見られる関連数値では､イギリスの
工業化完成期の初期である1841年に､三つの産業に対する労働力の就業分布が23:39:38
であり､非農業分野-の就業率は総就業数の77%を占めていた｡1901年にはさらに9:54: 
37に変化し､非農業分野への就業率が91%にまで上昇した｡アメリカの場合､工業化の完
成直前である1910年には､三つの産業の就業構成は32:41:27であり､非農業分野への就
業率は68%を占めた｡また20年代の工業化成熟期には､その割合が80%以上に上昇した｡日
本では､工業化完成期を迎えようとしていた1960年に､三つの産業への就業比率がすでに 
33:35:32に達し､非農業分野への就業率は66%を占めた｡工業化の成熟期である1970年
には､これが約80%にまで上昇した｡これら先行国と比べると､現在の中国の就業構造は､
いまだに工業化経済の就業構造の特徴を備えていない｡統計によると､2006年の中国にお
ける三つの産業-の労働力分布は44. 2. 3.であり､非農業分野-の就業率はわずか8:38:14
552 /､平均7%以上という就業率に比べる.%で､先行して工業化した大国の､最低でも23 0
と低すぎる｡
第三は､都市化の進展である｡ 先行して工業化した国は工業化成熟期に人口の過半数が
都市に居住し､都市で生活しながら､現代型都市が提供する便利さと文明を享受していた｡
ただし､先行国間の都市の規定は一律ではなく､各国の都市化の数値も異なっている点に
は注意が必要だ｡しかしそれでも､先行国の工業化成熟期に関連する数値には､依然とし
て参考にすべき重要な価値がある｡ 例えば､先行して工業化した国の工業化成熟期の都市
化率を各国の都市規定によって並べてみると､工業化成熟期のあらゆる大国で､都市化率
が例外なく50%を超えていることが､すぐに分かる｡ 他の国と比較して､イギリスの都市
に対する規定が最も客観的かつ広範である点に注意すべきだ｡イギリスの規定に照らして
みると､他の工業国の都市化率をさらに高く調整しなければならない｡それは､官庁統計
よりやや高い値になるかもしれない｡ 
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表 1 先行して工業化した国の都市化率の比較
国 年 度 都市化率 (%) 都市あるいは都市人口に関する区画
イギリス 1901 77 都市 (城市)状況,規模の大小に関係ない
フランス 1946 52.9 2000居住民以上の市町村
ド イ ツ 1900 56.1 2000居住民以上の市町村
アメリカ 1920 51.2 2500居住民以上の市
日 本 1975 75.9 自治都市 +人口 3万以上の市
中 国 2005 42.99 小都市内の都市常住人口●
注 :瑠β市人口のみ.

資料出典 :1､クズネッツ 1 , P26 2 a adEi .18)
(966 .3);､Lmpr, rcE (900
中国の現在の都市化とその発展過程をみると､現時点での都市化の進展において工業化
成熟期の特徴が現れているとは言えない｡2005年まで､中国の都市化率は50%を突破して
いなかった｡｢常住人口｣を対象にした統計である ｢都市人口｣の総人口に占める比率は 
43%にしか達していない｡2006年にようやく43%を突破した｡客観的に分析すれば､中国
のこれらの都市 ｢常住人口｣の中には､相当数の戸籍のない ｢農民工｣家庭が含まれてお
り､彼らは社会福祉も都市文化も､ほとんどまだ享受できていない｡
上述した工業化の最も重要な三つの構造の基準に照らしてみると､現在の中国は確かに
工業化の最後の段階に入っているが､まだ完成されてはない｡単に構造変化の指標からみ
ると､工業化社会との距離はまだ大きいと言わざるをえないだろう｡ 
(3)中国経済発展段階 :経済成長段階論の視点
経済成長段階論は､アメリカ経済史学者W.. 90Wロストウが16年代に提起したものであ
る｡ ロストウは豊富な経済史の知識と深い歴史的洞察力により､数十カ国の経済史の実証
研究を通じて､一国経済の長期的成長には段階的な特徴があることを示した｡彼は､一国
の社会経済の発展段階を大きく六つに分類している｡ それは､ (1)伝統的社会､(2)離陸 
(テイク･オフ)先行期､ (3)離陸期､ (4)技術成熟段階への移行期 (成熟期)､(5)高度
大衆消費時代 (大量消費期)､そして､あとから加えられた､(6)後工業社会である｡ ロス
トウは､すべての段階を明確に分類しているが､これも多くの経済学者が熟知しているこ
となので､ここで一々列挙する必要はないだろう｡ 中国の社会経済発展段階を判断する目
的から注目するのは､ロス トウが分類している第四と第五の二つの段階､つまり ｢技術成
熟段階への移行期｣(成熟期)と ｢高度大衆消費時代｣である｡ 様々な現象によれば､現在
の中国の社会経済の発展は､この二つの段階と最も関係が深いと言えよう｡
まず､｢成熟期｣を見てみよう｡ ロストウ (2001年､p.61)は､この段階を ｢すでに (当
時の)近代技術がその社会のあらゆる分野に有効に応用されている時期｣と定義している｡
成熟期の証としては､工業において主に製造業の多様な発展があり､主要産業の新たな部
門が次第に発展 ･強大化し､離陸期の古い部門に代わっていく点が挙げられる｡
ロストウが､一部の先行国に対して規定した成熟期は次のとおり:イギリスー1850年～ 
1900年､アメリカー1900年､ドイツとフランス-1910年､日本一 1940年､ロシアー1950年 
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である｡ その中でイギリスは ｢19世紀半ばの技術を有効に応用し｣､アメリカは19世紀末と 
20世紀初頭の技術を有効に活用し､その他の後発国は20世紀上半期の近代的技術を有効に
活用したとしている｡
次に大量消費時代を見てみよう｡ ロス トウ (1991年､p.73)は､一国社会経済の発展が
一旦成熟期に達すると大量消費段階を招く可能性が高いとみている｡ この段階では､社会
の関心と資源の配置が生産重視から消費重視-向かう歴史的転換が生じ､｢社会の主な関心
が供給から需要-､生産から消費､最も広義での福祉問題-と移行する｣としている｡ こ
れと同時に､｢資源がますます耐久消費財の生産と大衆化サービスの普及に向けられる｣と
している｡
ロス トウはアメリカが世界で最初に大衆大量消費社会に入ったと見ている｡ その始まり
は1913-1914年で､ヘンリ･フォードのベルト･コンベアーがその証であり､戦後50年代
まで続いてようやく ｢論理的終点｣に到達したとしている｡ アメリカの大衆消費の発展は
四つの段階を経験した｡(1)進化期､ (2)1920年代､ (3)1930年代の大不況､ (4)戟
後の繁栄である｡ 断続的に半世紀を経過したが､全段階を通じて重要な内容は二つある｡ 一
つは､耐久消費財の普及である｡ 以前は極めて少数の富裕層のみが享受していた耐久消費
財が､一般家庭に大量に入った｡この時期アメリカで急速に普及した耐久消費財は四種類
以上になった｡ (1)一戸建て住居､ (2)自動車､ (3)各種家庭用電気製品､ (4)高級
食品｡このような全ての耐久消費財の中で､｢決定的な要素は安価な大衆向け乗用車であ
る｣｡もう一つは､社会構造の変化である｡ 主な変化は､新しい中産階級の形成で､専門家
とホワイトカラーの急速な増加､都市化の加速と都市人口の郊外への移住である｡ ロス ト
ウ (199､P8)は､｢ 901 .0 これらの変化が12年代の繁栄をもたらし､アメリカ大陸の全体的
な生活様式と求愛の習慣まで変えた｣と分析している｡
日本の経済学者である竹内宏 (1993)は日本経済史研究で､日本は1960年代に入って大
量消費時代 (あるいは､｢消費革命｣)を迎え､1970年を前後して頂点に達したと指摘して
いる｡ この時期の初頭､急速に普及した耐久消費財としては､白黒テレビ､洗濯機､冷蔵
庫が代表的で､日本の消費者はそれを ｢三種の神器｣と呼んでいた｡1965年､これら三種
の耐久用品の普及率 (100戸毎の所有量)は､それぞれ88%､61%と38%であった｡この普
及率は､都市のほうが農村よりやや高かった｡後期になるとこれが､いわゆる ｢3C商品｣ 
- カラーテレビ (oor TV) (odtoe) (a)-Clu ..､クーラー Cniinr､カー Cr に代わった｡ 
1970年には ｢3C商品｣の普及率はそれぞれカラーテレビ26%､クーラー 6%､自家用車22%
となった｡70年代末になると､これら耐久財の普及率は 3つとも50%を超えた｡
近代化先行大国の中で､アメリカと日本のこうした経験が､中国にとって最も参考にな
る｡ 前者は､領土の広さと民族の多様性という点で､中国と大きな類似点があり､後者は
後発型大国であり､儒教と仏教文化圏であるという背景が､中国の発展の参考とするうえ
で､比較的大きな意義をもつだろう｡ これら二つの先行大国の経験に照らしてみると､現
在の中国経済で強烈な大衆消費の波が起きていることは､大衆消費時代がすでに現実のも
のになっているか､なりつつあるということを意味している｡
第一は､高額の耐久消費財の普及である｡ 日本が当時 ｢3C商品｣としていたもののうち､
カラーテレビとクーラーは､すでに中国の都市及び発達する沿海地域で普及しているか､ま
たは普及しつつある｡ 自家用車の普及の勢いもすさまじく､非常に速い速度で広がり始め 
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ている｡ その他2世紀あるいは世紀の転換期に現れた耐久消費財 も､近年最 も急速に普及
している｡ 統計値によると高級耐久消費財中最 も急速に普及 しているのは電話である｡ そ
0
/7
の中でも携帯電話は200年までの 5年間に､都市と町での普及率が 1 百戸から1 百戸3

に急増 してお り､その増加率は 7倍以上に達している｡ 農村部での普及率はさらに速 く､百
/95.
5

戸に 5台もなかったものが5台余 りに急増 している｡
台/百戸から 台/百戸に急増､その増加率は7倍に近付いている｡
0
7
33.
05.
二つ目は乗用車であるが､ 5年間で 
三つ目は家庭用パソ
0o合/百戸未満から4 その他､1種類以上の新
旧の耐久消費財が普及段階に近づいているか､普及段階に入っている (表2参照)｡
2
lコンである｡ 台/百戸近 くに激増 している｡
100戸毎の所有数)(表 2 主要な耐久消費財の普及率 
表 2

商 品 名 
A- 都市と町
2000年 200年 
6
1

5
5
483.
1
66.
11

2000年 
8
4

5

5

5
267.

200年年増幅(%) 年増幅(%)商 品 名 
2
3
2
2
15.
4

9
4
97.

.1
カラー テレビ(育) 温 水 器 (台) 
6
1
55.
9
05.9
洗 濯 機 (育) パソコン (台) 
.1

8
4
7
06.8

08
308.

2
07.9
 3 電子レンジ (育)1
 1
7
1
1
76.
4
76.
1
冷 蔵 庫 (台) 
エアコン (台) 4
3
8
46.
35.
健康家電 (台) 
2
6
1
4
69.
4
84.
3
 3
06
7
3
1
95.
1
カ メ ラ (台) 携帯電話 (台) 
22
2
43.
13.
 4
7
5
7
33.
05.ビデオカメラ(育) 乗 用 車 (台) 
表 2 B郷村
商 品 名 
-
2000年 200年 
87.
 2
7

5
5
4
8
4

2000年 
1
2
1

5
5

5

200年 
83.
64.
2

年増幅(%) 年増幅(%)商 品 名 
カラーテレビ(台) 固定電話 (台) 
02.4
86.
2
 4
6

1 携帯電話 
3 コンポステレオ(育) 
2
6
01
02.5
43.

8
6
3
1
78.

洗 濯 機 (台) (台) 
23.
1
 01.
64.

2

13.

冷 蔵 庫 (台) 
8
3
5 白黒テレビ (台) 1
4
-18.
2
3
5
エアコン (台) 
03
4
31.
6.
122

1
09-.
3
33.
カ メ ラ (育) 
扇 風 機 (台) 
ビ デ オ (台) 
9
1
6
4
1
 7
4
3
21.
05.パソコン (台) 
資料出典 :国家統計局 (数年の統計年鑑)0
77.

02
世紀末 ぐらいから沿海地域から内陸に
かけて､不動産開発ブームが生 じるようになったが､その勢いは現在 も衰えていない｡統
万億人民元
第二に､住宅建設とリフォームブームである｡ 
6
計によれば､2000年から200年の 7年間だけでも全体の不動産業の投資額が 
1
78.
を超え､中国全土の固定資産投資総額に占める割合が平均 1 %に達する｡ 200年以降､国
家のマクロコントロールにもかかわらず､その投資規模は依然として上昇傾向にあり､固
7
定資産投資の占める割合も1%以上で安定 している 
全土の分譲住宅の価格 もどんどん上昇 した｡中でも沿海地域の大都市での上昇が最 も速
かった｡不動産ブームは大きく見ると､都市の住居制度の改革と関連 しているとはいえ､そ 
(表 3参照)｡それだけではなく､中国
2
1
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の勢いは増す一方であり､特にそれと直接関係しているリフォームブームは､人々の収入
の急速な増加と快適な生活を追求する需要とに､密接に関連していることは間違いない｡こ
のブームは､1920年代のアメリカにかなり似ている｡
表 3 不動産投資ブーム (2000-2006年)
 
ⅠⅠ不動産投資 Ⅰ固定資産投資

投資額(億元) 増加率(%) 投資額(億元) 割合 (Ⅰ/Ⅰ×100%)
 
2000 48.5 15 21 1.8
940 2. 369 52

2001 34411 73 69 1.9
6 . 2. 388 71

2002 9.2 . 4500 79
7709 228 3 1.1
 
2003 05.0 03 6 1.7
1138 3. 5557 82

2004 35.5 96 0 1.7
1182 2. 7477 86

2005 50.5 09 4 7.9
1992 2. 8877 1 2
 
2006 98 2. 197 1.4
132 18 080 76

資料出典 :国家統計局 (関連年度統計年鑑あるいは統計広報)
第三は､休暇時の消費ブームである｡ まずは､労働日数の減少と休暇日数の増加､長期
休暇の流行であるが､それらが観光と休暇時の消費を急速に増加させている｡ 統計によれ
6 . .
ば､2000年から200年までの国内観光者数が延べ744億人から139億人に急激に増え､わず
か 7年間で倍増した｡それと同時に､少数の高所得者と公務員の間では､公人としての海
外研修も兼ねた観光ブームが起きている｡ 沿海地域では自費で海外旅行に行くことも徐々
に流行するようになった｡信頼できる統計値によると､2000年から2006年までの大陸 ｢国
内居住民｣だけの出入国者数は延べ 1047万から3452万人-倍増 しており､そのうち個人の
出国者数は延べ563万人から2,880万人と､ 4倍にも増えている｡
上記の持続的な消費ブームと関連しているのは､次の二つの変化である｡ その一つは､社
会の関心の変化だ｡先行して工業化した国と同様､新世紀に入って中国国民の関心は一方
的に生産を強調することから消費-と変化してきた｡GDPなど純経済指数に対する関心が
薄れる傾向が一気に強まり､環境に対する関心が急速に高まり､そして社会保障制度の拡
大､医療改善､基礎教育の条件に対する改善の傾向が一段と高まった｡社会の関心の変化
は､先行国が大衆消費時代に入ったときの状況とかなり似ている｡ 周知のとおり､日本は
ちょうど大衆消費時代に入ったとき､生産指数に対する国民の関心が薄くなった｡この点
で最も典型的な例は､1970年代初期､日本国民が長年にわたって重視 してきた国民総生産 
(GNP ｢ gossntoap uin)が 国民総汚染量｣(r ainlolto)と呼ばれたことである｡
もう一つは､経済成長の動力の転換である｡ 消費ブームの持続とともに､現段階の中国
経済は明らかに過度の投資に依存 していた状態から､消費の変化を注視する方向に転換 し
つつある｡ 社会消費財の小売総額を計る消費の増加スピー ドは､この 3年間持続的に増加 
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していて､2004 .%から1.%に上昇した｡また200年と200年にはそれぞ年は前年比の91 33 5 6

れ129 37 7 5 また､経済成長の三大動力のう
.%と1.%､200年には1%を突破する予定である｡
ち､｢消費｣が経済成長に与える貢献率が ｢投資｣を超えつつあり､2006年の ｢消費｣の成
長貢献率は49%に達し､｢投資｣(36%)と ｢純輸出｣(15%)をはるかに上回った｡
これら全ての変化は､中国経済が大衆消費時代を迎えていることを物語っている｡ より
正確には､その時代が近付いているか､始まったばかりであることを暗示している｡ 先行
国の経験からみても､大衆消費時代における初期の消費の進展状況は､均一ではなかった｡
成長過程で一人当たりの所得が高くなっても､｢一国の地域間の一人当たり所得の均質化を
もたらすとはいえない｣(ロス トウ)｡中国は人口が多く､地域間､市町村間の所得差が比
較的大きいうえに､体制分割が存在するので､大衆消費を持続させ消費ブームを引き起こ
すためには､もっと長い年月をかけた発展が必要である｡ この点は､あらためて言うまで
もなく確かなことである｡ 
(4)中国経済発展段階 :三つの視点のまとめ
世界銀行の所得分類の中で､中国は低中所得国であるが､肝心なのは人口及び経済指標
が一つ上の分類に接近､あるいはそれを超えているということである｡ 人民元の名目為替
レー トがかなり過小評価されているという事実を考慮に入れれば､現在中国人一人当たり
の実質的な所得は高中所得国の水準に接近しているか､少なくとも低中所得国の中高水準
をすでに超えていると見ることができる｡ 工業化の視点からいえば､中国の工業化は成熟
期に近付いているが､先行して工業化した大国が､かつて示した社会経済構造の変化はま
だ完成していないので､工業化が完成したと簡単に断言することはできない｡経済成長の
観点から､近年持続的に高まる大衆消費の波とその他の変化をみると､中国がいま高度大
衆消費時代を迎えつつあると言うことができる｡
外面のみで見ると､中国人-人当たり国民所得が比較的低い水準であることと､工業化
の未完成という経済構造が､高度大衆消費時代を迎えてはいないことを物語っているよう
にも思えるが､次の二点を比較してみると､すぐにこの両者の間に論理的な関連があるこ
とが分かるはずである｡ まず､現行為替レートによって算出された中国の一人当たり国民
所得､あるいは一人当たりGDPを不変価格 (固定価格)に換算してみると､一部の先行工
業化大国が高度大衆消費時代に入るときの水準と差がない｡アンガス･マデイソン (2003)
1 D 5 199年のの算出した数値によれば､200年中国人一人当たりのGPは約3,83｢国際 ドル｣( 0
為替レートによって算出)で､最近 6年間の10%以上の急速な成長を加えれば､現在5,600
｢国際 ドル｣を超えるはずだと指摘されている｡ ,この一人当たりの水準は､アメリカの1900
年の4,1 国際ドル｣よりはるかに高く､11年の水準よりも高い 約5 国際 ドル｣｡09｢ 90 ( ,000｢ )
アメリカという大国を参考にすると､現在中国の-人当たりの富の蓄積規模は､大衆消費
到来の時期に入ったことを意味していると言えるだろう｡
次に､ロス トウの実証研究でも､大衆消費時代と成熟期との関係は､それほど緊密では
なく､一部の国では大衆消費時代の到来が遅く､一部の国では早いと提起されている｡ 前
者の典型例はイギリスである｡ イギリスでは経済的成熟期から大衆消費時代に至るのに半
世紀かかっている｡ それは､植民-の軍事的拡大が消費に代わったためだ｡後者の例はカ
ナダである｡ 同国では経済未成熟段階ですでに大衆消費時代に入った｡膨大な資源を所有 
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しており､軍事的な負担がなかったためだ｡現在中国は､ちょうど千載一遇の平和期にあ
り､この30年間急速な経済成長を遂げてきたにもかかわらず､今も高度大衆消費時代が到
来していない､としなければならない理由はないだろう｡
ロス トウは､一国が大衆消費時代に入り広義の福祉を拡大するには､次の三点が必要だ
と分析 している｡ その一つ目は､海外での影響力を得るため､資源を増やし軍事と外交政
策に活用すること｡ 二つ目は､福祉国家の建設である｡ 国と政府によって個人と社会の目
標が実現されなければならないし､そこには休暇の増加も含まれていなければならない｡比
較的純粋な自由市場制度下では､これらの目標を実現することができない｡三つ目は､大
衆の消費水準を高めることである｡ 大衆消費は衣､食､住の基本的な範囲を超え､｢誰もに､
よりよい衣､食､住が保障されるだけでなく､20世紀の発達した経済が提供する耐久消費
財の消費とサービスをだれもが享受できるように｣ならなければならない｡先行国が大衆
消費を実現するのに用いた手段は (1)社会保障の充実､(2)所得再分配メカニズムの強
化､(3)労働日数の短縮､ (4)生産と供給を刺激する政策を緩和 し環境と資源の保護を
強化する､という四点である｡ これらの主な分析項目を基準として､現在の中国政府の動
きを考察してみると､一部の先行国と類似した例がみられる｡
ところが､変化途上の経済をもつ中国は､依然として制度の変遷過程にあり､制度改革
はいまだに未完成で､まだ一部に不確定要素が潜んでいるという点を指摘しておかなけれ
ばならない｡旧ソ連の経験によれば､計画経済は大衆消費時代の一定の基礎にはなるが､大
衆消費時代には入らないことを示している｡ ロス トウ (1991､P.ll)は､1950年代にソ連が
すでに高度大衆消費時代を迎える為の一定の準備をしていたと見ていた｡同時に彼は､こ
の国が実際に大衆消費時代に入るには､苦境に陥っている政治 ･社会問題を調整するとい
う課題に直面しなければならないことも予見していた｡これは､中国が改革の重要性と緊
急性を認識し､大衆消費時代を持続的に改革推進していくのに役立つものである｡ 
2.中国経済の東アジア経済協力における新たな地位 :二つの側面からの評価
高度大衆消費時代を突き進む中国経済が､東アジア経済協力にとって一体どのような意
味をもつのか､中国が将来東アジア経済協力の中で一体どのような役割を果たすべきなの
か､これらの諸問題に答える為には､少なくとも二つの側面から見て評価 しなければなら
ない｡その一つは､グローバル経済の側面である｡ 中国の人口､国土規模という外的要因
からみても､最も重要な要素である社会経済の発展段階からみても､中国経済は､地域に
限らず､疑いもなく世界的な影響力をもっているためだ｡もう一つは､東アジア地域の側
面である｡ 中国経済自体が東アジア地域経済の重要な構成部分であるからだ｡ 
(1)中国経済のグローバル経済発展過程における新たな地位
中国経済の現在の発展は､グローバル経済における中国の役割をすでに変化させている
か､あるいは変化させつつある｡ その中で下記の三つの変化が最も注目されている｡
第一の変化は､グローバル化の中で中国が製造業大国としての重要な地位を確立したこ
とである｡ その点については､さまざまな数値が物語っている｡ その中でも二つの数値が 
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最も関心をひく｡ 一つは､中国製品が世界一多くなっているということである｡ 韓国貿易

協会匡‖祭貿易研究院で発表された最新研究報告によると､2005年中国の958種類の製品が世

界市場占有率で第一位となっている｡ これは日本の 5倍､イギリスの 8倍の数値に近付い

ている｡ 具体的には､世界市場占有率が第一位である中国の各種商品の輸出市場の総額が､

輸出市場全体の167 韓国は13
.%を占めている｡ .%に過ぎない｡

もう一つの変化は､各種中国製品の世界市場における影響力である｡ 最新の研究では､現

在中国で生産している次の製品が､世界で最も重要な影響力をもっているとされている｡
 
(1 200年中国の紡績加工総量は260
)紡績と印刷 : 5 ,9万 トンで､全世界の 3分の 1を占め
ている｡ 2000年から2005年まで､中国の主要 6種印刷品の輸出量は38億メートルから 
10.億メートルに増加し､17 8 48億 ドルまで増37 .倍も増えた｡輸出総額は2億 ドルから8.

加し3倍になっている｡
 
(2)衣類製造 ･輸出 :現在､衣類の輸出量は世界の 4分の 1以上を占めている｡ 中国の
衣類は､廉価で世界紡績産業の底辺にあるといわれているが､現在､すでにこの産業
全世界バリューチェーン (価格連鎖)の1.%､ 0 875 小売総額の5%､中国政府税収の1%

を占めている｡
 
(3)靴類製造 :この品目の輸出は数年続けて世界一である｡ 2006年の中国製靴輸出量は 
78億足､その総額は218億米 ドルであった｡2007年上半期の輸出量は44億足､総額は 
120億米 ドルであった｡ 
(4)家電製品製造 :現在少なくとも6種の家電製品の輸出額が世界市場で一位を占めて

おり､ 7種の製品の世界市場でのシェアが30%以上を占めている｡ それを世界市場で

占めるシェア順に並べると､電子レンジー80%以上､掃除機-40%以上､電気炊飯器
 
-90/位､冷蔵庫､エアコン､洗濯機がそれぞれ世界の約13
00 /を占めている｡
 
(5)鋼鉄生産 :1996年から中国が世界最大大手鉄鋼生産大国に飛躍して以来､連続10年

間急速な増加を続けてきた｡そして2006 .9
年には､中国国内での粗鉄生産量が41億 ト
ンに達し､世界でのシェアは135 .%へ上昇した｡.%から338

(6)自動車製造 :2006年は､生産量が728万台に達し､世界第三位になった｡重要なのは､
先進国の製造業者が技術独占している製造業種においても､2005年から完成車貿易と
自動車部品貿易で､中国が年々高い水準を維持している｡
これは､中国が新興製造大国としての地位を確立したことを意味している｡ 中国経済が大

衆高消費段階を遇進するにつれ､これら全ての製造業が絶えず肥大化し成長しており､国

内需要に支えられて製造業が発展し､特に国内需要が､製品レベルの引上げと技術進歩に

主要な役割を果たしつつあるという点は注目すべきである｡ この点が1980年に形成された

新興工業化経済 (NIES)とは異なる重要な特徴である｡ 当時は国内市場が限られており､国

際市場に依存しなければならなかった｡

第二の変化は､中国が世界経済成長の新しい源泉と原動力 (エンジン)になったことで

ある｡ 国際通貨基金 (IMF)の専門家による最新研究では､現在世界の経済成長の動力の

大半が新興市場経済 (EMEs)であると指摘されている｡ 中国はその中で第一位を占めてい

る｡ たとえば､2006年と2007年の中国経済の世界経済成長に対する貢献率が､それぞれ30%

と33.%で､｢ ､すなわちアメリカ 1.%と7%) U (.%と7%)及び
6 三大経済実体｣ (05 ､E 75
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図 2 世界経済の成長動力の淵源

3%と28
日本 ( .%)を､2年連続 し
てはるかに上回った｡同研究ではま
た､中国､インド､ロシア､ブラジ
ルといった四大新興市場経済の世
界成長-の貢献率は50%であると
している (左図参照)｡世界経済成
長の原動力であるい くつかの主要
国の中で､中国の貢献率が年々安定
して上昇の傾向を見せていること
は注目すべきである｡
資料出典 :IM F (2007)

上記の中国経済の成長段階の評価が間違っていなければ､高度大衆消費段階-の展開､中
国経済成長の原動力が投資という外的要因から消費という内的要因-の変化に伴って､原
動力 (エンジン)は､絶えず強化され､また相当に強い持続性をもっていると考えられる
だろう｡
第三の変化は､大型市場の急速な形成である｡ 既述のように中国の経済発展はすでに高
度大衆消費時代に突入した｡先行して工業化 した国､特にアメリカと日本の従来の経験か
らみると､一国が一旦この段階に入ると､消費が直ちに経済成長の最も重要な原動力にな
る｡ 消費ブームの持続的な発生は､国内市場規模の急速な拡大と国内市場の ｢深化｣を促
がす｡すなわち市場 レベルを上昇させ､構造を拡大させる｡ 日本の1970年代以降の経験で
は､このような市場の ｢深化｣が後発国家の消費市場を急速に先進国並みに引き上げてい
る｡ 理論的には､中国は13億という世界最大の潜在的市場を有 しており､国内市場の急速
な拡大､特に深化と進展に伴って､この潜在的市場はかつてないスピー ドで変化すること
が予想される｡
中国国内市場の拡大と深化は､世界市場の拡大､中国の輸入規模の上昇と輸入品の質的
向上を意味するに違いない｡近年の中国の輸入状況が､これを証明している｡ 最新の数値
によれば､2006 90 (.2 ､ ド年の中国輸入製品の総額は72億米 ドルで､アメリカ 19兆米 ドル)
イツ (9100億米 ドル)に続き､世界第三位となっている｡ これは､イギリス (6506億米 ド
ル)､日本 (6010億米 ドル)､フランス (5330億米 ドル)､イタリア (4360億米 ドル)などの
工業大国よりもはるかに高い｡2007年には､中国は ドイツを追い越 し世界第二の輸入大国
になった｡ 
(2)中国経済 :東アジア経済協力における新たな役割 
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客観的に分析すれば､中国の工業化が成熟し高度大衆消費時代に入るに従って､中国は
世界経済の発展の中での新たな高い地位を築き､強化されていき､そのため､中国の東ア
ジア経済協力における役割に歴史的な変化がもたらされようとしている｡諸変化の中でも
次の二点がもっとも注目される｡
第一は､中国の世界製造大国と大市場といった二つの地位の形成が､東アジア地域経済
協力の構造を変化させつつあるという点だ｡つまり､｢一大 (国)｣が主導あるいは先導す
る ｢雁行型発展モデル｣から ｢二大 (国)+二小 (国)｣で共に飛ぶ ｢菱型発展モデル｣に
変化したということだ｡20世紀後半の東アジアの経済発展のイメージを､日本経済界は ｢雁
行型発展モデル｣として措いた｡この発展モデルの中で日本という ｢一大 (国)｣が経済技
術の主導的地位に立って ｢先頭の雁｣の役割を果たし､アジアの ｢四小 (国 ･地域)｣が
｢第二世代｣となり､それに中国を含む東アジアのその他の国が加わり､その後ろに広がっ
て ｢先導国｣とともに飛ぶというものである｡ 日本経済学者の赤松氏によって提起された
このモデルは､多数の学者がいまだに疑問視してはいるが､多くの面で東アジアのこれま
での現実的経験に合致するものだろう｡特に産業の専門分野の経験は同モデルと合致する｡
しかし､中国の台頭､特に中国経済が高度大衆消費時代に突入し､その経済の急速な成長
による ｢近隣効果｣が生じたことで､東アジアの ｢雁行型発展モデル｣は過去のものとな
りつつあり､新たな経済競争と協力構造が形成されはじめたという点に注目しなければな
らない｡その新しい構造を ｢菱型構造｣と呼ぶことができる｡ ｢水平 (菱)型｣は､それぞ
れ ｢大きい二辺｣と ｢小さい二辺｣で構成される｡ その ｢大きい二辺｣は中国と日本で､｢小
さい二辺｣はASEAN諸国と韓国を指している｡ これら経済の現在の規模からみれば､中国
経済 (香港､マカオを含み､台湾は入れない場合でも)は日本と差がない｡一方､ASEANIO
カ国の市場総額 (079 765 ,3億米 ドル)よりや1,1億米 ドル)は韓国 (,8億米 ドルあるいは909

や高い｡市場規模は､中国が日本より大きく､ASEANIOカ国の総額 (6,771億米 ドル)が韓

国 (,9億 ドル)より大きい｡互いに依存性が高い点が､東アジア ｢
304 菱型構造｣の重要な
特徴である｡
中国経済の高度大衆消費時代-の突入､中国経済の一層の成長と､韓国とASEAN経済に
対する真の ｢近隣効果｣が強化されるにしたがい､この菱型構造も強化されると考えられ
る｡
第二の変化は､新興大市場である中国のASEAN市場-の依存局面が変わりつつあること
である｡ 中国台頭以前の東アジア経済協力においては､中国 ･日本以外の東アジア諸国と
地域市場の依存には二つの重要な特徴があった｡一つは､外部である米国･EU市場-の依
存が域内市場-の依存より大きかった点だ｡もう一つは､内部である日本市場-の依存が
互いの依存より大きかった点である｡ しかし､中国が製造業大国と大市場としての地位を
固めることにより､東アジア地域の内部市場の依存度の構造が歴史的な転換を遂げ､内部
間の依存度が急速に高まった｡中国は輸出入総額の54%以上を東アジアに頼っている｡ 東
アジア ｢二小｣(ASEAN諸国と韓国)の輸出入の東アジア-の依存度は､中国をはるかに
しのいでいる｡ 中国は､何年もの間､域内で韓国にとって第一の大きな輸出市場であり､ 
ASEAN諸国にとって第二の大きな輸出市場となってきた｡2006年､韓国の輸出総額の28%､ 
ASEANIOカ国の輸出総額の 9%近くが､対中国向けである｡ ASEAN諸国-の貿易 (約1/4)
を除けば､中国市場への依存度は12%を超えている｡ 東アジア全体で見れば､中国市場は 
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日本と対等であり､一部のASEAN諸国では､中国市場は日本を超えている｡
第三の変化は､対外貿易の拡大から言えば､中国がすでに日本に代わって束アジア全体
の外的拡張の ｢先頭の雁｣になっていることである｡中国が台頭する以前､東アジアと世
界の他地域に対する貿易拡大という面で､日本は ｢雁｣として先導的役割を担っていた｡具
体的には､日本は､EU･米国など大型の経済実体との貿易においても､かなり長期にわ
たって急速な拡大を続け､巨額の貿易黒字を維持し続けてきた｡東アジア諸国は､日本の
貿易黒字の恩恵を受けて､一部､輸出超過状態となっていた｡しかし中国の台頭と日本の 
1990年代の長期的停滞によって､その地位が代わった｡つまり貿易の急激な拡大によって､
中国が日本に代わり､他地域との巨額な貿易黒字を維持し､東アジア諸国と諸地域 (香港
は例外)は､中国の貿易拡大と貿易黒字から利益を得るようになった｡ただし､東アジア
地域の貿易で､中国が毎年のように貿易赤字状態であることは注目すべき現象だ｡2006年
に､中国のアジア諸国に対する貿易赤字額は1,7億米 ドルとなった｡ そのうち対束アジア52

額は87.億米 ドルで､同年の中国全体の貿易黒字額 (77.億米 ド ル
54 1 14 )のほぼ半額を占め
ている｡ 上記の ｢菱型構造｣のうち､他の ｢短い辺｣(A
,
SEAN諸国と韓国)及びもう一つ
の ｢長い辺｣(日本)は､全て対中国貿易で多かれ少なかれ出超を維持してきた｡その中で
黒字額は韓国が最も多く､次いで日本となり､ASEAN諸国が最も少ない (下記の表参照)｡
表 4 中国と東アジア諸国の貿易関係 単位 : ､100 n( USS ml)
総 額 輸 出 輸 入 差 額
国 / 地 域 1668 607 90 746
70. 99. 72 17.

ア ジ ア 91. 45. 55 -9.
834 583 25 667

日 本 036 1. 15. -40.
27. 964 172 2 8

韓 国 331 45. 878 -425
14. 4 3 9. 5.

A SEA N 10. 755 7. -8.
684 6. 671 121

ア ジ ア差 額 -1572.1

東アジア差額 -7.
854

資料出典 :国家商務部 (2007)｡
以上の内容をまとめると､次のような結論を得ることができる｡ すなわち､中国の工業
化が成熟期に近付き､社会経済はすでに高度大衆消費時代に突入したこと､中国経済が世
界､特に東アジアの中で積極的な役割を果たすようになっており､名目上の国内生産より
も実質的な国内生産が高く､中国経済の台頭と新しい段階への突入のなかで､東アジアこ
そがもっとも利益を得ているということだ｡
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1第三次産業の分類は厳密には､採掘業を工業ではない第一次産業に入れ､建築業を第二次
産業ではなく第三次産業に入れなければならない｡中国統計局で公表している ｢第二次産
業｣は､実際には広義の ｢工業｣である｡ 
